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１６番        浅井寿美 議員  

質問タイトル（大項目） 

 

 

質問項目（中項目） 

 

 

具体的質問内容（小項目） 

 

 

 １．市民の生涯学習を保障す

る場である公民館等の充実と

地域コミュニティについて 

 

【質問趣旨】 

学び交流する場である公民

館は、本市では昭和２７年の

中央公民館からスタートし、

各地域で生涯学習の拠点とし

て地域コミュニティを支えて

きた。また公民館を含む地域

コミュニティを構成する組織

は、気候変動に伴う自然災害

や高齢化による様々な課題へ

の対応など、今後ますます重

要になる。公民館での自由な

学びと交流、地域コミュニテ

ィの持続可能性を高める観点

から質問を行う。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（１）西尾工区・美濃帯地層

の危険性について 

 

 

 

 

（２）多治見市内処分場での

基準値を超えるヒ素等の検

出について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①リニア中央新幹線第一中京圏トンネル新設(西尾工区)工事から発生した残土は現

在、春日井市と多治見市の処分場、及び瀬戸市内の鉱山(愛知県珪砂鉱業協同組合)

に搬入されている。春日井市西尾町に工事ヤードが建設され、トンネル建設の掘削

はすでに「美濃帯」と呼ばれる地層に到達している。黄鉄鉱などの重金属を多く含

む地層を掘削することの危険性についてどのように認識しているか伺う。 

 

①今年２月１８日に岐阜県が、春日井市西尾町の工事ヤードから多治見市内の処分

場に搬入された残土を検査したところ、国の環境基準の２．１倍のヒ素及び１．５

倍のフッ素が検出された。なお、搬出に際し、事業者である共同企業体(ＪＶ)が行

った検査では基準を超えていなかった。同じ工事ヤードからの残土を受け入れてい

る自治体として、今回の事件について本市の見解を伺う。 

 

②ＪＲ東海の環境保全計画に示された検査は、搬出日前日に１回、搬出予定残土か

ら３㎏取り出して行われている。今回はこの検査では検出されず、搬入先の検査で

基準越えのヒ素等が検出された。今回の事例から、現在工事ヤードで行われている

検査は、残土の安全性を確認するための検査としては不十分であると考えるが見解

を伺う。 

③岐阜県が今回行った検査は、県の埋立て条例に基づくもので、１年に１回実 

施されている。岐阜県は今回の事態を受けて、当日に搬入された残土の全量撤去 

及び他の残土の検査をＪＲ東海に指示し、再発防止策を含む経緯等の報告書の 

提出を求め、事件以降、排出水の検査を県独自に毎月実施している。 

行政のチェックがなければ有害物質の持ち込みが続いていた可能性があると 

考えるが見解を伺う 
 

（１）公民館の位置づけに 

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）すべての市民に生涯学

習の保障を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①本市の公民館は、２００８年度から補助執行という形で事務が行われており、２

０１８年度からは市長直轄組織まちづくり協働課の事務となっている。そもそも教

育委員会から首長部局の補助執行となった経緯を伺う。 

 

②２０１９年の法改正で、地方自治体が条例を制定すれば、公民館や図書館などの

事務を補助執行ではなく、特例で首長部局に移管できることになった。本市は現在

も補助執行のままで移管していないが、理由を伺う。 

 

③公立社会教育施設の一つである公民館は、住民の学習権を保障し、地域のコミュ

ニティの形成、子どもや親への支援などの役割を果たしていると考える。教育の中

立性、継続性、安定性の確保の観点から教育委員会の所管とされてきた施設であり、

首長部局への移管を今後も行うべきではないと考えるが、見解を伺う。 

 

 

①まちづくり協働課の事務の中に生涯学習の振興及び支援、生涯学習指導者の育成、

社会教育委員及び社会教育指導員に関することとあるが、それぞれどのような事業

か伺う。 

 

②現在１４館ある公民館では様々な生涯学習講座が開かれているが、公民館が廃止

され、地域交流センターが設置された地域の生涯学習はどのように担保されている

か伺う。 
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 １６番        浅井寿美 議員  

質問タイトル（大項目） 

 

 

質問項目（中項目） 

 

 

具体的質問内容（小項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公民館の状況と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）自治会等の地域コミュ

ニティについて 

 

 

 

①公民館は「瀬戸市公民館等長寿命化計画」（２０１８年から１０年）に位置付けら

れ、現在計画の見直し時期を迎えているが、進捗状況を伺う。 

 

②公民館の貸館時間はすべて９時から２１時となっているが、事務協力員の配置時

間は４時間と８時間の２種類となっており、それに対応した委託料が支払われてい

る。なぜ事務協力員の配置時間に違いがあるのか伺う。 

 

③市民への公平性の担保と、それぞれの活動実績や実情に合わせて、事務協力員の

配置を拡充すべきと考えるが見解を伺う。 

 

 

①現在、市内各連区には自治会、公民館、地域力向上組織などがあり、地域によっ

ては公民館を廃止し、地域交流センターが設置されている。地域力向上組織が目指

したものは何か、また公民館から地域交流センターへの移行が目指したものは何か

伺う。 

 

②連区によって地域コミュニティの組織や施設の構成が異なっている。この現状を

どのように認識し、今後どのような見通しと構想を持っているか伺う。 
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 １６番        浅井寿美 議員  

質問タイトル（大項目） 

 

 

質問項目（中項目） 

 

 

具体的質問内容（小項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③自治会等については地域ごとに実情は様々だが、加入率の低下、担い手不足は共

通した深刻な課題となっている。総務省の「地域コミュニティに関する研究会報告

書（令和４年４月）」によると「自治会等への加入促進や活動周知の取り組みに係る

地方交付税措置を令和４年度から拡充」とあり、自治会等の持続可能性を高めるこ

との重要性は国も認識するところとなっている。同報告書は「そのためには自治会

等の自己改革を自助努力にゆだねるだけでは解決が難しく、負担軽減や地域課題解

決のサポートなど・・・市区町村側の改革も必要」としているが、認識を伺う。 

 

④同報告書によると、自治会等の負担軽減のために、行政から自治会に依頼してい

る「行政協力業務」に関して、それらの必要性を調査するため組織横断的な「棚卸

し」が必要とされているが、認識を伺う。 
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 １６番        浅井寿美 議員  

質問タイトル（大項目） 

 

 

質問項目（中項目） 

 

 

具体的質問内容（小項目） 

 

 

２．子どもの医療費・高校生

通院をただちに無料に 

 

【質問趣旨】 

 新型コロナ感染拡大のもと

で、働き方が変わり、収入が

減少するなど多くの子育て世

帯に負担が増加し、加えて急

激な物価高騰が暮らしを強く

圧迫している。可能な限り負

担を軽減するため、現在高校

生入院まで無料となっている

子どもの医療費を、直ちに高

校生の通院まで無料にするこ

とを求める。 

 

 

 

（１）子どもの医療費無料化

の推移について 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子育て支援として直ち

に高校生通院無料化の実施

を求める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①本市では現在、子どもの医療費の無料の範囲は、通院は中学校３年生まで、入院

は高校生までとなっている。これまでの本市の子どもの医療費無料化の変遷につい

て伺う。 

 

②全国でも子どもの医療費の無料化が進んだが（高校生入院７０％、高校生通院３

０％）、その背景をどのように考えるか認識を伺う。 

 

③市として、これまで無料化を進めてきた理由、目的は何か伺う。 

 

 

①高校生になると学費のほかに通学にも費用がかかり、放課後の部活動や学習塾な

どが加われば、子どもに係る経費は子育て世代にとって大きな比重を占めている。

ここにコロナ禍と急激な物価高騰が加わり、多くの子育て世代の暮らしを圧迫して

いる。本市が高校生の入院までの無料化を決めた時期よりさらに、子育て世帯の暮

らしの実態は深刻度を増していると考えるが見解を伺う。 

 

 

②病気やケガをしたときに安心して十分な医療を受けられる仕組みは、命と健康を

守るための重要な子育て支援となる。高校生通院の無料化へ制度の拡充を、今だか

らこそ決断すべきと考えるが見解を伺う。 

 


